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 特集 東日本大震災がもたらした食料問題 ―福島県の現状と課題―  

 

 

相双地方における農林業の現状・課題と新しい産地形成に向けて 

 

福島県相双農林事務所所長 

小久保仁子 

 

はじめに 

福島県相双農林事務所管内の農林業は、東日本大震災と原子力災害の影響を大きく受け、

震災当時の経営耕地面積 20,477 ㏊に対し営農休止面積は 16,030 ㏊にのぼった。 

令和 4年度の営農再開率は 45.2％と年々拡大しているが、避難指示の解除時期や帰還人口

の違いによって再開率 8 割を超えた地域から 1 割にも達していない地域があり、管内の状況

は一様ではない。特に管内総面積約 17万㏊の約 2割を占める帰還困難区域を抱える双葉郡で

は、解除となった特定復興再生拠点区域の営農や森林整備の再開に向けた取組は始まったば

かりであり、また、特定復興再生拠点区域以外は手つかずとなっている。 

農林業経営体の著しい減少や、農地生産力の低下、震災前から大きく乖離した森林整備や

特用林産物生産活動の停滞などに加え、近年の資材高騰も加わり課題は複合化している。 

このような中、当所では、東日本大震災からの再生と、当地方の特徴を活かした農林業の

復興を最優先課題として、福島県農林水産業振興計画『「儲かる」・「誇れる」・共に創るふく

しまの農林水産業と農山漁村』の基本目標に沿った重点施策を設定し、取り組んでいる。 

 

【営農再開率】 

※福島県調べ 

 

1 農林業の再生・復興の取組状況 

津波により被災を受けた農地、復旧対象面積 1,704 ha・13地区のうち、令和 5年 3月末時

点で約 9 割弱にあたる 1,450 ha のエリアで整備を完了した。用排水路など 877 箇所のうち

96％の 838箇所、治山施設などは 43箇所全てを復旧した（帰還困難区域を除く）。また、602 
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haを整備中の海岸防災林造成は、全 8地区で着手し、工事進捗率は事業費ベースで 98.5％ま

で進め、保安林指定及び管理体制の構築にも取り組んでいるところである。 

そのような中、震災前と比較した農業産出額は約 2 割、林業生産額は約 5 割の水準と、回

復していない。 

作付面積等については、米、大豆、畜産、きのこ類などは震災前の水準に回復していない。

そして水稲は飼料用米が作付面積の約 6 割を占めている。一方、震災前には作付が無かった

タマネギ、甘藷などが増えている。 

 

【農業産出額】              【林業産出額】 

※農林業センサス 

 

農業経営体数は、平成 22 年度対比で全国の 64％に対し 22％と減少が著しく、林業経営体

数は震災前の約 3％と僅かである。 

耕作規模は全国及び都道府県(平均)を上回り、経営規模 20㏊以上の担い手が営農再開面積

の約半分を担う構造である。 

 

【農業経営体数】              【林業経営体数】 

※農林業センサス 

 

2 営農再開や産地づくりを進める上での主な課題 

(1)基盤づくりや担い手確保の面から 

① 東日本大震災による被害と原子力発電所事故に伴う作付制限等の長期化によって離農者

が増え、担い手が不足。このことから、ほ場の大区画化と系統的な農道・用排水路の整備
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を実施し生産性の向上や、労力節減等を図るとともに、新たな栽培者の確保、担い手への

農地集積促進等に取り組んでいる｡ 

しかし、地権者等の避難・移住等によって生産体制の構築に向けた品目・営農形態、ほ場

整備等に関する「話し合い・合意形成」に時間を要している。また、一旦同意が取れても死

亡や相続により改めて意向確認等の調整が生じている。 

② 収益確保や需要に応じた米生産に向けて、稲作主体の経営体や参入法人による作付が増

加している高収益作物は、作付ほ場の多くが水田で、排水不良や作土厚不足により生産量

は安定していない。 

また、作業性の向上には、幹線道路、畦畔等の整備水準の改善も必要となっている。 

③ 農業用ダム、排水機場、ため池、用排水路などの農業用施設の適正な維持管理は農業生

産活動上不可欠であるが、水路管理等の間接労働時間の負担が担い手に集中するとして、

営農再開や規模拡大のネックと考える担い手もある。（米の作業別労働時間・令和 2年農業

経営統計調査：水利施設等の間接労働時間 10 aあたり 1時間） 

④ 担い手が限られる中では、経営の規模拡大が求められるも、経営耕地を増やすには、技

術確立や雇用等の人材確保・育成（地元住民が少なく通いなどによる作業時間の制約やコ

スト高等がある）などの経営強化が不可欠で、大規模化と経営安定の両立には複数年を要

する。 

また、外部法人の参入にあっては、地元の信頼を得るまでの農地貸借のハードルが高く、

時間を要している。 

⑤ 住居、農業用施設、機械倉庫などの既存施設は、老朽化や取り壊しにより、移住・雇用の

確保や営農再開においては、地元で（ほ場近隣）新たに取得、または修繕等の負担が伴う。 

 

(2)産地づくりの面から 

① 浜通り地方の夏季冷涼で、冬季温暖な気象条件をいかし、水稲、麦、大豆に加え、主な作

業の機械化が可能なブロッコリー、タマネギ等の土地利用型園芸作物をはじめ、きゅうり、

トルコギキョウ等の施設園芸、復興牧場整備に応じた飼料の生産拡大等を強力に推進して

いる。 

そのうえで、安全性確保の取組は最優先であるため、作付前の土壌分析に基づく放射性

物質吸収抑制対策、出荷前のモニタリング検査などのきめ細かな実施が不可欠となってい

る。 

② 避難指示解除となった地域の農地は、表土剥ぎや砂質系の土壌客土による地力の低下を

確認しており、長期的改良が必要となっている。 

また、令和元年に実施した除染後農地の（ドローンによる）レーザー分析調査では、水田

の土壌改良基準の 35 mm を超える不陸を確認しており、特に、直播栽培では均平が望まし

いことから定期改良が必要な状況である。 
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除染仮置場として使用されていた農地についても、原状回復が完了した返地後、不陸や

礫、畦畔等の不具合に関する苦情の事案がある。 

③ 震災による出荷制限や風評により、産地の代替がきく品目は棚が奪われた経過から、作

付再開と伴せ「安定した需要の確保」の取組が必要となっている。 

しかし、新たに生産が始まった品目（特に野菜）は期待収量を下回っていることや、既存

集荷施設の老朽化が著しく、集約及び機能面で劣る中での出荷体制となっていること等を

要因に、出荷ロットがまとまらない、輸送手段の確保が困難などの供給面の課題がある。 

 

【特定復興再生拠点区域(双葉)の除染後農地調査】 

 

4 新しい産地づくりへの取組 

(1)生産基盤の整備と担い手の確保 

① ほ場整備(要望地区を含め 57地区、4,691㏊）と一体的に、法人化や多様な担い手参入の

支援、土地利用型作物の導入と併せた省力技術の普及など、地域営農の面的再開を促進し

ている。 

特に、令和 4 年度からは、水稲等の大規模経営に寄与する大区画化等に加え、経営安定

と高付加価値産地の形成に向け「未来へつなぐ生産基盤づくり」として、軽労化や園芸作

物等の生産に適した整備の考え方を、法定化された「地域計画」策定とも連動させ市町村、

土地改良区、JA等へ提案している。 

② 省力化・軽労化に寄与するほ場の大区画化の他、高収益作物の安定生産を目指し畑地化

を計画する動きが出てきており、関係者と事業化に向けた検討を重ねている。 

※福島県浜地域再生研究センター 

〈腐植含量（％）〉          〈可給態窒素含量（mg/100g 乾土）〉 

未来へつなぐ生産基盤づくり 

 

客
土
厚
さ
別 
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(2)新たな担い手の確保 

① 就農フェアへの出展、就農希望者に対するお試し就農体験の提供、県農業短期大学校や

農業高校の学生と管内農業者との交流、企業参入の促進などに取り組んでいる（令和 5 年

度は管内で 52人の新規就農を確保）。 

② 就農希望者にとって目標となる魅力ある経営体の創出するため、認定農業者等に対し経

営改善指導を行っている。その中で、生産性を向上させる一対策として、スマート農業の

実証を通じて、担い手に技術の導入を提案している。 

 

(3)産地づくり 

① 生産基盤の整備や人づくりを土台に、管理労力低減のための直播栽培や ICT技術の普及、

福島再生加速化交付金等の活用による育苗施設・牛舎等の生産施設、有利販売や販路拡大

に向けた集出荷貯蔵施設等の整備を支援している。これらにより、経営体の規模拡大等が

図られるとともに、作付面積や飼養頭数が増加傾向にある。 

② 目標水準の反収に到達するための一取組として、双葉地域飼料生産・堆肥利用推進検討

会議を設置し、管内で整備が進む大規模畜産施設と連携した、地力回復と畑作物の輪作体

系による生産対策を進めている。 

③ 販売対策では、安定した需要を確保するため、パックご飯や加工・業務用野菜等の加工

用途の生産・販売に向けた施設整備や出荷方法等の体制づくりに取り組んでいる。 

 

(4)地域の特性をいかした農山漁村の形成 

① 相双地方の農林業の魅力を PR する体験ツアーや農家民宿での県産農林水産物の情報発

信を行っている。 

② 多面的機能支払交付金等の活用を通じた農業用施設等の維持管理とともに、地域コミュ

ニティの回復を支援している。 

 

  
野菜加工施設 

㈱彩喜 
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おわりに 

当管内のインフラの復旧等が進んだ地域においては、生業の再開や新たな産地形成などの

取組が始まっているが、避難指示の解除時期や帰還人口の違いによって手つかずの地域もあ

る。 

復興のステージが進むにつれて新たに顕在化する課題や地域それぞれの復興の進捗に応じ

た課題に対し、柔軟かつきめ細かな対応が求められる。 

このため、当所においては、これら困難な課題や複雑化する地域の実情に応じて、人づく

り、ものづくり、地域づくりを視点に、相双地方ならではの農林業の復興に引き続きしっか

りと取り組んでいく考えである。 

  


